
　労働事件において労働時間が争点となることが今でも多く
あります。労働時間が、雇用契約における基本的な概念であ
るにもかかわらずトラブルが絶えないのは、労働時間の考え
方や解釈に誤解があったり（「長い間そのやり方でやってきた
が問題が起きていない」、「この業界はそれが当たり前」）、副
業・兼業をはじめとした働き方の多様化やコロナ禍における
テレワークの普及に伴い労働時間管理そのものが難しくなっ
てきていることも要因に挙げられます。
　そこで改めて労働時間についてその管理の重要性と実務上
の対応について、現在労働新聞に好評連載中の岸田弁護士が
解説します。
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講師　岸田 鑑彦（弁護士　杜若経営法律事務所）

訴訟、労働審判、労働委員会等あらゆる労働事件の使用者側の代理を務めるとともに、労働組合対
応として数多くの団体交渉に立ち会う。企業人事担当者向け、社会保険労務士向けの研修、セミナー
講師を多数務めるほか、「ビジネスガイド」（日本法令）、「先見労務管理」（労働調査会）、労働新聞
社など数多くの労働関連紙誌に寄稿。

労働時間管理そのものの難しさ

労働新聞Webサイト 　　　　　　　➡ セミナー ➡ 定期刊行物購読者様向け無料セミナーから
該当セミナーをお選びいただくか、右のQRコードにアクセスしてお申込みください ▶
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開催形式 オンライン・ライブセミナー

無料
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「Zoom」の「ウェビナー」を使用して配信いたします。
ご使用の端末に「Zoom」 アプリをダウンロードの上、
ご視聴ください。
※当日のセミナーは録画をします。労働新聞または安全     
スタッフの読者様は、後日電子版にてセミナーの録画     
動画をご視聴いただけます。
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